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ⅠⅠⅠⅠ．．．．財務書類財務書類財務書類財務書類についてについてについてについて    

 

１１１１    作成作成作成作成のののの目的目的目的目的    

本市では、今までに整備してきた道路、公園、学校等、市の保有する財産の状

況や地方債の現在高等の財政情報をより分かりやすく提供するため、総務省より

統一基準が示されたのを契機に、平成 12 年度より普通会計(※)決算について貸借

対照表を作成し、公表してきたところです。 

こうした取組を進める中、平成 18年８月に国（総務省）が策定した「地方公

共団体における行政改革の更なる推進のための指針（地方行革新指針）」におい

て、全ての地方公共団体に対し財務書類４表の整備が要請されたことを受け、よ

り分かりやすく財務情報を提供することを目的の一つとして、「新地方公会計制

度実務研究会報告書（平成 19年 10 月）」において、地方公共団体の財務書類４

表の作成方法として示された二つの新地方公会計モデル（「基準モデル」「総務

省方式改訂モデル」）のうち、「総務省方式改訂モデル」に基づき、平成 20年

度決算から、普通会計ベースで財務書類４表を作成し、公表しています。 

財務書類４表は、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算

書」、「資金収支計算書」から構成されます。 

「貸借対照表」は、地方公共団体がどれほどの資産や債務を有するかについて

のストックの情報を表します。 

「行政コスト計算書」は、地方公共団体の資産形成を伴わない経常的な活動に

伴うコストと、受益者負担である使用料・手数料等の経常的な収益を対比させた

ものです。 

「純資産変動計算書」は、貸借対照表の純資産の部に計上されている数値、つ

まり資産と負債の差額が一会計期間にどのように増減したかを表します。 

「資金収支計算書」は、現金等の資金の流れを、性質に応じて「経常的収支の

部」「公共資産整備収支の部」「投資・財務的収支の部」の３つの区分に分けて

表示したものです。  

 

(※)普通会計とは 

地方公共団体ごとに異なる会計範囲を調整し、全国統一の基準で統計を行う際に用いられる

決算統計上の会計で、公営事業会計以外の会計をいい、津島市では、一般会計（訪問看護事業

を除く）及び特別会計のうち住宅新築資金等貸付事業特別会計、コミュニティ・プラント事業

特別会計を合わせたものになります。 
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ⅡⅡⅡⅡ    貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表についてについてについてについて    

    

１１１１    平成平成平成平成 22221111 年度普通会計貸借対照表年度普通会計貸借対照表年度普通会計貸借対照表年度普通会計貸借対照表    

(単位：千円)

〔資産の部〕 〔負債の部〕
1　公共資産 １　固定負債

（１）　有形固定資産 (1)　地方債 14,470,741
①　生活インフラ・国土保全 29,570,697 (2)　長期未払金
②　教育 20,999,872 ①物件の購入等 0
③　福祉 1,314,265 ②債務保証又は損失補償 0
④　環境衛生 3,454,251 ③その他 1,079,179
⑤　産業振興 239,025 長期未払金計 1,079,179
⑥　消防 806,640 (3)　退職手当引当金 4,457,682
⑦　総務 3,757,103 固定負債合計 20,007,602

⑧　建設仮勘定 0
有形固定資産合計 60,141,853

(2)　売却可能資産 87,407 ２　流動負債
公共資産合計 60,229,260 (1)　翌年度償還予定地方債 1,982,909

(2)　短期借入金(翌年度繰上充用金) 0
２　投資等 (3)　未払金 693,193

(１)　投資及び出資金 (4)　翌年度支払予定退職手当 280,250
①　投資及び出資金 1,597,069 (5)　賞与引当金 221,093
②　投資損失引当金 0 流動負債合計 3,177,445

投資及び出資金計 1,597,069
(2)　貸付金 1,113,269 負債合計 23,185,047

(3)　基金等
①　退職手当目的基金 0 〔純資産の部〕
②　その他特定目的基金 302,620 1　公共資産等整備国県補助金等 17,845,778

③　土地開発基金 0
④　その他定額運用基金 2,000 ２　公共資産等整備一般財源等 39,028,950

⑤　退職手当組合積立金 0
基金等計 304,620 ３　その他一般財源等 △ 13,831,687

(4)　長期延滞債権 765,476
(5)　回収不能見込額 △ 107,958 ４　資産評価差額 0

投資等合計 3,672,476
純資産合計 43,043,041

３　流動資産
(1)　現金預金

①　財政調整基金 1,245,152
②　減債基金 10,960
③　歳計現金 820,326
現金預金計 2,076,438

(2)　未収金
①　地方税 242,147
②　その他 7,767
③　回収不能見込額　　　　　　　　　 0
未収金計 249,914

流動資産合計 2,326,352

資産合計 66,228,088 負債・純資産合計 66,228,088

借               方 貸            方

貸　　借　　対　　照　　表
(平成22年3月31日現在)

 

平成 22 年 3月 31 日現在の資産の総額は 662 億 2,808 万８千円、負債の総額は

231 億 8,504 万７千円、純資産が 430 億 4,304 万１千円で、資産に対する負債の

割合は 35.0％となっています。  

資産の部では、公共資産が 602 億 2,926 万円と資産全体の 90.9％を占めてお

り、次いで、出資金・貸付金等の投資等が 36 億 7,247 万６千円(5.6%)、現金預

金等の流動資産が 23億 2,635 万２千円(3.5%)となっています。  

一方、負債の部では、翌年度償還予定額を含めた地方債残高が 164 億 5,365 万
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円と負債全体の 71.0％を占めています。地方債は主として公共資産整備のため

の財源に充てられてきたものです。 

    

２２２２    貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表作成基準作成基準作成基準作成基準    

(1) 対象関係範囲 

普通会計 

(2) 作成基準日 

作成基準日は、平成 22 年３月 31 日(平成 21年度末)とし、平成 22年４月

１日～５月 31 日の出納整理期間( ３月 31 日の年度末までに処理できなかっ

た未収未払を処理する期間)の収支は、基準日までに終了したものとして処理 

 

３３３３    貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表のののの内容内容内容内容    

(1) 公共資産 

有形固定資産と売却可能資産から構成されており、資産の大部分を占めて

います。 

○ 有形固定資産 

長期間にわたり市民サービスの提供に使用されるもので、具体的には土

地、建物等が該当します。 

○ 売却可能資産 

公共資産のうち、遊休資産や未利用資産等の行政目的に使用されていな

い資産の評価額を計上しています。 

(2) 投資等 

公社や第三セクター等への出資金及び貸付金や基金のほか、回収期限が到

来してから１年以上回収できていない債権（長期延滞債権）等の資産が計上

されています。 

○ 投資及び出資金 

公営企業や公社、第三セクター等に対する出資金、出えん金等を計上し

ています。 

○ 貸付金 

住宅新築資金貸付金や、ふるさと融資貸付金、市民病院事業への貸付金

等を計上しています。 

○ 基金等 

各種特定目的のために積み立てられた基金の、当該年度末残高の合計額
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を計上しています。 

○ 長期延滞債権 

納税期限や回収期限から１年以上経過し、まだ収入されていない債権を

計上しています。 

○ 回収不能見込額 

「貸付金」及び「長期延滞債権」のうち回収不能となることが見込まれ

る金額を計上しています。 

(3) 流動資産 

現金や必要に応じてすぐに使える基金、税金等の未収入金を計上していま

す。 

○ 現金預金 

予期しない収入減少や不測の支出に備えて積み立ててある「財政調整基

金」と、地方債の償還を計画的に行うことを目的とした「減債基金」、及

び当該年度の収入から支出を差し引いた「歳計現金」を計上しています。 

○ 未収金 

税金等の未収入金を計上しています。 

(4) 固定負債 

基準日（3 月 31 日）の翌日から１年以降に支払や返済を行う予定のもので

す。 

○ 地方債 

地方債のうち、翌々年度以降に償還するものを計上しています。 

○ 長期未払金 

すでに物件の引渡しやサービスの提供を受けたものについて、まだ支払

われていない額、あるいは債務保証や損失補償の履行が決定した額等を計

上しています。 

○ 退職手当引当金 

職員全員が当該年度末時点で退職した場合に必要となる退職手当額であ

り、将来職員が退職した時点で支払う必要がある金額です。 

(5) 流動負債 

「固定負債」に係る債務のうち、１年未満に支払いや返済をしなければな

らないものを計上しています。 

○ 翌年度償還予定地方債 

「地方債」に係る翌年度の償還予定額を計上しています。 
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○ 未払金 

「長期未払金」に係る翌年度の支出予定額を計上しています。 

○ 翌年度支払予定退職手当 

「退職手当引当金」に係る翌年度支払予定額を計上しています。 

○ 賞与引当金 

翌年度に支給される賞与（夏季・年末等に職員・従業員に給与とは別に

支給する金銭（ボーナス等）のうち当年度分を計上しています。 

(6) 公共資産等整備国県補助金 

市民サービスを提供するための財産を取得した財源のうち、国及び県から

の補助金額を計上しています。 

(7) 公共資産等整備一般財源等 

市民サービスを提供するための財産を取得した財源のうち、上記の国県補

助金と（建設）地方債を除いた額を計上しています。 

(8) その他一般財源等 

「公共資産等整備一般財源等」以外の一般財源等の額を計上しており、翌

年度以降に自由に使用できる財源ということになります。 

※ その他一般財源等は通常マイナスになりますが、これはすでに将

来の財源の一部が拘束されていることを表します。このような状況が

発生するのは、資産形成を伴わない負債（ 退職手当引当金に対して

基金の積み立てが行われていない、臨時財政対策債を起債し経常的支

出に充てている）の存在があることを意味します。これらの負債は、

将来の税収等の一般財源で賄われるため、「その他一般財源等のマイ

ナス」として表現します。 
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【経常行政コスト】 (単位：千円)

総額 (構成比率)
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 議会 支払利息

回収不能
見込計上額

その他行政
コスト

(1)　人件費 3,361,026 18.69% 112,175 354,063 451,879 315,464 101,763 435,029 1,357,432 233,221 0

(2)　退職手当引当金繰入等 632,266 3.52% 47,344 77,888 117,595 56,507 16,799 106,905 197,010 12,218

(3)　賞与引当金繰入額 221,093 1.23% 8,570 23,803 31,204 20,623 6,588 29,754 86,646 13,905 0

小計 4,214,385 23.44% 168,089 455,754 600,678 392,594 125,150 571,688 1,641,088 259,344 0

(1)　物件費 2,605,746 14.49% 128,943 995,697 300,862 611,255 53,856 49,391 457,266 8,476 0

(2)　維持補修貴 90,037 0.50% 33,044 16,515 871 2,874 0 0 36,733 0

(3)　減価償却費 1,024,786 5.70% 235,429 439,371 66,440 114,562 9,321 21,728 137,935 0

小計 3,720,569 20.69% 397,416 1,451,583 368,173 728,691 63,177 71,119 631,934 8,476 0

(1)　社会保障給付 3,052,807 16.98% 112,642 2,937,212 2,953

(2)　補助金等 2,533,459 14.09% 12,019 83,329 232,810 844,888 1,126,237 39,971 190,803 3,402 0

(3)　他会計等への支出額 2,853,714 15.87% 480,618 0 1,393,589 979,507 0 0 0 0 0

(4)　他団体への公共資産整備補助金等 108,524 0.60% 1,200 11,828 43,377 12,655 37,536 0 1,928 0 0

小計 8,548,504 47.54% 493,837 207,799 4,606,988 1,840,003 1,163,773 39,971 192,731 3,402 0

(1)　支払利息 294,264 1.64% 294,264

(2)　回収不能見込計上額 112,004 0.62% 112,004

(3)　その他の行政コスト 1,091,257 6.07% 0 837,467 26,002 0 5,628 0 222,160 0 0

小計 1,497,525 8.33% 0 837,467 26,002 0 5,628 0 222,160 0 294,264 112,004 0

経常行政コスト　a 17,980,983 1,059,342 2,952,603 5,601,841 2,961,288 1,357,728 682,778 2,687,913 271,222 294,264 112,004 0

(構成比率) 5.89% 16.42% 31.15% 16.47% 7.55% 3.80% 14.95% 1.51% 1.64% 0.62% 0.00%

【経常収益】 一般財源振替額

287,119 32,117 14,783 48,111 30,218 2,422 1,035 28,532 0 0 85,600 44,301

303,875 0 2,696 223,362 43,866 1,000 0 32,901 0 0 0 50

590,994 32,117 17,479 271,473 74,084 3,422 1,035 61,433 0 0 85,600 44,351

3.29% 3.03% 0.59% 4.85% 2.50% 0.25% 0.15% 2.29% 0.00% 0.00% 0.00%

17,389,989 1,027,225 2,935,124 5,330,368 2,887,204 1,354,306 681,743 2,626,480 271,222 294,264 112,004 △ 85,600 △ 44,351

行政コスト計算書

自　平成21年４月　１日

至　平成22年３月３１日

1

2

3

4

(差引)　純経常行政コスト　　　a-d

1　使用料・手数料　　　ｂ

2　分担金・負担金・寄附金　ｃ

経常収益合計　　　(ｂ+ｃ)　ｄ

ｄ/a
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経常行政コスト総額 179 億 8,098 万３千円に対して、施設利用料等行政サービ

スに係る受益者負担額である経常収益の総額は５億 9,099 万４千円となっていま

す。  

性質別では、社会保障給付費等の「移転支出的なコスト」が 85 億 4,850 万４

千円で、経常行政コスト総額の 47.54％を占めています。次いで、給料等の「人

にかかるコスト」が 42 億 1,438 万５千円(23.44％)で、物件費等の「物にかかる

コスト」が 37 億 2,056 万９千円(20.69％)となっています。 

 

２２２２    行政行政行政行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書のののの内容内容内容内容    

(1) 「人にかかるコスト」 

人件費、退職手当引当金繰入等を計上しています。 

○ 退職手当引当金繰入等 

その年度の勤務に起因する退職手当引当金へ繰り入れる増加額分を計上

しています。 

(2) 「物にかかるコスト」 

物件費、維持補修費、減価償却費を計上しています。 

○ 物件費 

人件費、維持修繕費や扶助費等、他に分類されているコスト以外の費用

（消耗品、備品購入費、使用料等）を計上しています。 

○ 維持補修費 

市が管理している各種施設の修繕費等を計上しています。 

○ 減価償却費 

有形固定資産としてバランスシートに計上されている道路や学校等の施

設の整備費用を平均化するため、施設ごとに耐用年数を設定し、その年数

で整備費用を割った各年度の費用を計上しています。 

(3) 「移転支出的なコスト」 

社会保障費、補助費等、繰出金、他団体への公共資産整備補助金等、様々

な目的のために、直接お金という形のまま支出されるものを計上しています。 

(4) 「その他のコスト」 

地方債の借入に伴い支払う利子である公債費（利子分）及び、回収不能見

込額計上額（回収不能見込額計上額は、当該年度と前年度の回収不能見込額

の差額に、当該年度実際に不納欠損とした金額を加算した金額）を計上して

います。 
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ⅣⅣⅣⅣ    純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書についてについてについてについて    

 

１１１１    平成平成平成平成 22221111 年度年度年度年度普通会計普通会計普通会計普通会計純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書    

(単位：千円)

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 43,913,985 17,843,919 37,450,205 △ 11,380,139 0

純経常行政コスト △ 17,389,989 △ 17,389,989

一般財源
地方税 8,799,747 8,799,747
地方交付税 2,385,805 2,385,805
その他行政コスト充当財源 1,825,760 1,825,760

補助金等受入 3,507,733 232,181 3,275,552

臨時損益
災害復旧事業費 0 0
公共資産除売却損益 0 0
投資損益 0 0

科目振替
公共資産整備への財源投入 664,782 △ 664,782
公共資産処分による財源増 0 0 0 0
貸付金・出資金等への財源投入 580,838 △ 580,838
貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 258,058 258,058

減価償却による財源増 △ 230,322 △ 794,464 1,024,786 0
地方債償還に伴う財源振替 1,385,647 △ 1,385,647

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0 0 0 0

期末純資産残高 43,043,041 17,845,778 39,028,950 △ 13,831,687 0

純資産変動計算書
自　平成21年４月　１日

　　至　平成22年３月３１日

 

期首純資産残高として 439 億 1,398 万５千円、純資産の減少要因である純経常

行政コストとして 173 億 8,998 万９千円、純資産の増加要因である地方税 87億

9,974 万７千円や補助金等受入 35億 773 万３千円等が計上され、期末純資産残

高が 430 億 4,304 万１千円となっています。  

純資産の残高が前年度末と比べて８億 7,094 万４千円減少しており、その分、

これまでの世代が負担し将来世代に引き継ぐ財産が減少したことを表します。 

 

２２２２    純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書のののの内容内容内容内容    

(1) 期首純資産残高 

前年度末の貸借対照表に計上されている純資産額です。 

(2) 純経常行政コスト 

当該年度の行政コスト計算書で算出される、経常コストの総額から行政サ

ービスの対価である使用料・手数料を差し引いた「純経常行政コスト」の額
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を計上しています。 

(3) 地方税 

市民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税、市たばこ税をもとに、未

収金等の調整を行っています。 

(4) 地方交付税 

普通交付税及び特別交付税の合計額を計上しています。 

(5) その他行政コスト充当財源 

地方譲与税、地方消費税交付金、地方特例交付金、諸収入等を計上してい

ます。 

(6) 補助金等受入 

市民サービスを提供するための財産を取得した財源のうち、国・県から補

助を受けた金額、及びその他の国・県補助金の金額を計上しています。 

(7) 資産評価替による変動額・無償受贈資産受入 

貸借対照表に計上されている資産を再評価した際の評価差額、無償で受け

入れた資産の貸借対照表計上額を計上しています。 

(8) その他 

災害復旧事業費、公共資産を除却した場合の損益、投資及び出資金の時価

と取得価格との差額等、臨時的な損益を計上しています。 
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ⅤⅤⅤⅤ    資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書についてについてについてについて    

 

１１１１    平成平成平成平成 22221111 年度年度年度年度普通会計普通会計普通会計普通会計資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書    

(単位：千円)

人件費 4,099,135
物件費 2,605,746
社会保障給付 3,052,807
補助金等 2,532,307
支払利息 294,264
他会計への事務費等充当財源繰出支出 2,203,604
その他支出 90,037

14,877,900
地方税 8,696,643
地方交付税 2,385,805
国県補助金等 3,249,563
使用料・手数料 200,295
分担金・負担金・寄附金 288,182
諸収入 800,826
地方債発行額 1,258,700
基金取崩額 22,659
その他収入 972,449

17,875,122
2,997,222

公共資産整備支出 1,201,063
公共資産整備補助金等支出 108,524
他会計への建設費充当財源繰出支出 198,044

1,507,631
国県補助金等 258,170
地方債発行額 328,900
基金取崩額 0
その他収入 52,415

639,485
△ 868,146

投資及び出資額 0
貸付金 172,000
基金積立金 87,686
定額運用基金への繰出支出 1,152
他会計への公債費充当財源繰出支出 772,066
地方債償還額 1,916,913

2,949,817
国県補助金等 0
貸付金回収額 235,399
基金取崩額 0
地方債発行額 0
公共資産等売却収入 11,463
その他収入 101,376

348,238
△ 2,601,579

△ 472,503
1,292,829

820,326

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には、一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成21年度における一時借入金の借入限度額は、 2,015,000 千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は、 0 千円です。

※２ 基礎的財政支出(プライマリーバランス)に関する情報
収入総額 18,862,845 千円
地方債発行額 △ 1,587,600 千円
財政調整基金等取崩額 △ 0 千円
支出総額 △ 19,335,348 千円
地方債元利償還金 2,211,177 千円
財政調整基金等積立額 77,855 千円
基礎的財政収支 228,929 千円

期末歳計現金残高
期首歳計現金残高

支出合計

収入合計
投資・財務的収支額

当該年度歳計現金増減額

資金収支計算書
  自　平成21年４月　１日
　至　平成22年３月３１日

2　公共資産整備収支の部

支出合計

収入合計
経常的収支額

3　投資・財務的収支の部

支出合計

1　経常的収支の部

収入合計
公共資産整備収支額
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資金収支計算書は、現金の流れを示すものであり、期末歳計現金残高は、貸借

対照表の「歳計現金」と一致します。  

収支を性質に応じて、経常的収支の部、公共資産整備収支の部、投資・財務的

収支の部の３つに区分して表示することで、市のどのような活動に資金が必要と

されているかを説明することができます。  

平成 21 年度は、経常的収支が 29億 9,722 万２千円計上されており、その収支

余剰で、公共資産整備収支における８億 6,814 万６千円、投資・財務的収支にお

ける 26億 157 万９千円の収支不足を補った結果、当期収支として４億 7,250 万

３千円の収支不足が生じたことが分かります。  

 

２２２２    資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書のののの内容内容内容内容    

(1) 経常的収支 

人件費や物件費等の支出と、その財源である市税や手数料等の収入が計上

されており、日常の行政活動による資金収支を表しています。 

(2) 公共資産整備収支 

公共資産の整備に係る支出と、その財源である補助金や起債による収入が

計上されており、公共事業に伴う資金収支の状況を表しています。 

(3) 投資・財務的収支 

投資、出資、貸付、基金への積み立て、起債の償還に対する支出と、その

財源である補助金、起債、貸付金の元金回収分等の収入が計上されており、

投資活動や財務活動による資金収支の状況を表しています。 

(4) 基礎的財政収支 

いわゆるプライマリーバランス(※)で、単年度の収支から起債の増減の影響

を除き、さらに財政調整機能を持つ基金(財政調整基金、減債基金)の増減の

影響を除くことにより、実質的な単年度ベースの収支を表しています。 

 

※※※※    プライマリーバランスプライマリーバランスプライマリーバランスプライマリーバランス（（（（基礎的基礎的基礎的基礎的財政財政財政財政収支収支収支収支））））についてについてについてについて    

「歳入総額（繰越金を除く）から地方債発行額及び財政調整基金等の取り崩

し額を除いたもの」から「歳出総額から地方債元利償還額及び財政調整基金等

の積立額を除いたもの」を差し引いて算出します。これが赤字の場合は、現在

世代が前の世代の借金はそのままにさらに借金を重ね、将来世代に負担を先送

りしている状況といえます。平成 21 年度決算は、２億 2,892 万９千円の黒字と

なっており、前年度と比較して地方債残高は減少しています。 
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ⅥⅥⅥⅥ    財務書類財務書類財務書類財務書類４４４４表表表表のののの関係関係関係関係    

    

１１１１    財務書類財務書類財務書類財務書類４４４４表表表表のののの関係関係関係関係    

貸借対照表の純資産は、国・県からの補助金や市の財源ですでに負担した部分

を表していますが、この純資産の変動を表したものが純資産変動計算書になりま

す。 

行政コスト計算書は純資産変動計算書における純経常行政コストの詳細な内訳

書です。 

資金収支計算書は歳計現金の動きを表す計算書ですが、期末歳計現金残高は貸

借対照表の歳計現金と一致します。すなわち、資金収支計算書は貸借対照表に計

上されている歳計現金の増減明細書ということになります。 

（単位：百万円）

金額

１．経常的収支 2,997

２．公共資産整備収支 △ 868

３・投資・財務的収支 △ 2,602

当期収支 △ 473

期首歳計現金残高 1,293

期末歳計現金残高 820

（基礎的財政収支）

収入総額 18,863

支出総額 △ 19,335

地方債発行額 △ 1,588

地方債元利償還額 2,211

財政調整基金等増減 78

基礎的財政収支 229

４．資金収支計算書

（単位：百万円）

金額 金額

１．公共資産 60,229 １．固定負債 20,008

(1) 有形固定資産 60,142 (1) 地方債 14,471

(2) 売却可能資産 87 (2) 退職手当引当金 4,458

(3) その他 1,079

２．投資等 3,673 ２．流動負債 3,177

(1) 投資及び出資金 1,597 (1) 翌年度償還予定地方債 1,983

(2) 貸付金 1,114 (2) その他 1,194

(3) 基金等 962

23,185

金額

３．流動資産 2,326 １．公共資産等整備国県補助金等 17,846

(1) 歳計現金 820 ２．公共資産等整備一般財源等 39,029

(2) 財政調整基金等 1,256 ３．その他一般財源等 △ 13,832

(3) 未収金 250

43,043

66,228 66,228

純資産合計

負債及び純資産合計資産合計

１．貸借対照表

資産の部 負債の部

負債合計

純資産の部

（単位：百万円）

金額

期首純資産残高 43,914

純経常行政コスト △ 17,390

財源調達 16,519

地方税 8,800

地方交付税 2,386

経常補助金 3,275

建設補助金 232

その他 1,826

資産評価替・無償受入 0

その他 0

期末純資産残高 43,043

３．純資産変動計算書

（単位：百万円）

金額

17,981

１．人にかかるコスト 4,214

(1) 人件費 3,361

(2) 退職手当引当金繰入等 632

(3) その他 221

２．物にかかるコスト 3,721

(1) 物件費 2,606

(2) 減価償却費 1,025

(3) 維持補修費 90

３．移転支出的なコスト 8,548

(1) 他会計への支出 2,854

(2) 社会保障給付 3,053

(3) 補助金等 2,533

(4) その他 108

４．その他のコスト 1,498

(1) 支払利息 294

(2) その他 1,204

591

使用料・手数料等 591

17,390

（経常費用－経常収益）

経常費用

経常収益

純経常行政コスト

２．行政コスト計算書
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ⅦⅦⅦⅦ    財務書類財務書類財務書類財務書類４４４４表表表表のののの分析分析分析分析    

１１１１    財務書類財務書類財務書類財務書類４４４４表表表表のののの分析分析分析分析    

(1) 市民一人当たり資産額・負債額 

市民一人当たり資産額は、資産の形成度を示す指標の一つです。 

また、市民一人当たり負債額は、財政の健全性を示す指標の一つです。 

※人口は平成 22年３月 31日現在の住民基本台帳人口（65,643 人）を基に算出。 

【算出方法】 (市民一人当たり資産額) 資産合計÷住民基本台帳人口 

       (市民一人当たり負債額) 負債合計÷住民基本台帳人口 

・津島市の市民一人当たり資産額は、100 万 8,913 円となります。 

・津島市の市民一人当たり負債額は、35万 3,199 円となります。 

 

(単位：円)

〔資産の部〕 〔負債の部〕
1　公共資産 １　固定負債

(1)　有形固定資産 (1)　地方債 220,446
①　生活インフラ・国土保全 450,478 (2)　長期未払金
②　教育 319,910 ①物件の購入等 0
③　福祉 20,022 ②債務保証又は損失補償 0
④　環境衛生 52,622 ③その他 16,440
⑤　産業振興 3,641 長期未払金計 16,440
⑥　消防 12,288 (3)　退職手当引当金 67,908
⑦　総務 57,235 固定負債合計 304,794
⑧　建設仮勘定 0
有形固定資産合計 916,196

(2)　売却可能資産 1,332 ２　流動負債
公共資産合計 917,528 (1)　翌年度償還予定地方債 30,208

(2)　短期借入金(翌年度繰上充用金) 0
２　投資等 (3)　未払金 10,560

(１)　投資及び出資金 (4)　翌年度支払予定退職手当 4,269
①　投資及び出資金 24,330 (5)　賞与引当金 3,368
②　投資損失引当金 0 流動負債合計 48,405
投資及び出資金計 24,330

(2)　貸付金 16,959 負債合計 353,199
(3)　基金等

①　退職手当目的基金 0 〔純資産の部〕
②　その他特定目的基金 4,610 1　公共資産等整備国県補助金等 271,861
③　土地開発基金 0
④　その他定額運用基金 31 ２　公共資産等整備一般財源等 594,564
⑤　退職手当組合積立金 0
基金等計 4,641 ３　その他一般財源等 △ 210,711

(4)　長期延滞債権 11,661
(5)　回収不能見込額 △ 1,645 ４　資産評価差額 0
投資等合計 55,946

純資産合計 655,714
３　流動資産

(1)　現金預金
①　財政調整基金 18,968
②　減債基金 168
③　歳計現金 12,497
現金預金計 31,633

(2)　未収金
①　地方税 3,688
②　その他 118
③　回収不能見込額　　　　　　　　　 0
未収金計 3,806

流動資産合計 35,439

資産合計 1,008,913 負債・純資産合計 1,008,913

借               方 貸            方

貸　　借　　対　　照　　表　　（市民一人当たり）
(平成22年3月31日現在)
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(2) 歳入額対資産比率 

歳入額対資産比率は、資産の形成度を示す指標の一つです。 

過年度に形成された資産は、何年分の歳入が充当されているのかを見るこ

とができ、地方公共団体の資産形成の度合いを測ることができます。 

【算出方法】 資産合計 ÷ 歳入総額 

・津島市の歳入額対資産比率は、3.3 となります。（H20 比率 3.6） 

(3) 資産老朽化比率 

資産老朽化比率は、保有する資産が耐用年数に対してどの程度経過してい

るのかを全体として把握するための指標です。 

【算出方法】減価償却累計額÷(有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額) 

・津島市の資産老朽化比率は、60.3％となります。（H20 比率 58.9％） 

(4) 純資産比率 

純資産比率は世代間の公平性を示す指標の一つです。 

地方公共団体は地方債の発行を通じて将来世代と現世代の負担の配分を行

っていますが、その負担割合は純資産と資産総額の比率で測ることができま

す。数値が低いほど、将来世代へ先送りされた負担が大きいことを示します。 

【算出方法】 純資産合計 ÷ 資産合計 

・津島市の純資産比率は、65.0％となります。（H20 比率 65.6％） 

(5) 将来世代負担比率 

将来世代負担比率は世代間の公平性を示す指標の一つです。 

社会資本等の公共資産について、負債による形成割合（公共資産等形成充

当負債の割合）を算出することで、社会資本等形成に係る将来世代の負担の

比重を把握することができます。 

【算出方法】 地方債残高 ÷ 公共資産合計 

・津島市の将来世代負担比率は、30.3％となります。(H20比率 29.7％） 

(6) 地方債償還年数 

地方債償還年数は、財政の持続可能性（健全性）を示す指標の一つです。 

地方債残高を経常的収支額と比較することで、当該団体の財政規模と負債

額のバランスが取れているかどうかを判断します。 

【算出方法】 （地方債残高 － 減債基金） ÷ 経常的収支額 

・津島市の地方債償還年数は、10.62 となります。（H20 比率 6.14） 
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ⅧⅧⅧⅧ    おわりにおわりにおわりにおわりに    

    

公会計改革への取組として、平成 20 年度決算から新たな公会計制度を導入し、

現金主義による会計処理では見えにくい情報を補完し、市の財政状況を総合的か

つ体系的に表すものとして、「総務省方式改訂モデル」による財務書類４表を整

備しています。  

今後も、新地方公会計制度で求められている固定資産台帳を段階的に整備する

等、より精緻な財務書類の作成に努めるとともに、経年比較や他の地方公共団体

との比較・分析等の情報を加えていくことで、より分かりやすい財務情報を提供

できるよう、引き続き取り組みを進めていきます。  


